
令和２年７月９日   

 保護者の皆様へ                                            

 

沖縄県立球陽高等学校長   

（公 印 省 略）   

 

沖縄県バス通学費支援事業に関する手続きについて 

 

 本年 10 月から、高等学校等奨学のための給付金受給世帯、児童扶養手当または母

子及び父子家庭等医療費助成受給世帯等を対象に、バス通学費の支援が始まります。 

 支援を受けるためには申請が必要ですので、希望される方は下記のとおり申請を

お願いいたします。 

   

記 

 

１ 支援対象者 

下記⑴～⑶の要件をすべてに該当する高校生が対象となります。 

⑴ 次のア～エのいずれかに該当する世帯 

ア 令和２年度高等学校等奨学のための給付金受給世帯（一部給付を除く） 

イ 令和２年度道府県民税及び市町村民税所得割非課税世帯 

ウ 令和元年度高等学校等奨学のための給付金受給世帯 

エ 児童扶養手当または母子及び父子家庭等医療費助成受給世帯 

⑵ 県内の高等学校（全日制・定時制）に在学している高校生等 

⑶ 通学距離が徒歩で片道２キロメートル以上 

※ただし、ほかの制度で通学費の支弁対象となっている場合は対象外 

（例）生活保護（生業扶助）受給世帯等 

 

２ 提出書類 

⑴ バス通学費支援事業申請書（様式第１号） 

⑵ 添付資料（以下のいずれか） 

 ①高校生等奨学給付金支給決定通知書（写） 

  ※一部給付の決定通知書は不可  

②令和２年度課税証明書（非課税証明書）（写可） 

 ③児童扶養手当証書（写） ④母子及び父子家庭等医療費受給者証（写） 

 

３ 提出期限 ： 令和２年７月２２日（水） 

  ※期限に遅れた場合でも随時申請はできますが、10 月開始に間に合わない場合

があります 

 

４ 提出先  ： 球陽高校事務室 

          

認定交付後は、毎月利用報告書の提出があります。 

 

＜問い合わせ先＞ 球陽高等学校 事務室 

担当者 事務 宮城  TEL：098-933-9301 

2 枚目の補足説明も必ず

ご覧下さい。 



【 補 足 説 明 】  

【 申 請 】  

○ 本 申 請 は 、 通 学 の た め バ ス を 利 用 し て い て 、 対 象 世 帯 に 該 当 す る 場 合 の み

提 出 で す 。  

【 申 請 書 】  

○ 申 請 書 は オ キ カ（ OKICA）用 と バ ス 利 用 券 用 が あ り ま す の で 、間 違 え な い

よ う 注 意 し て く だ さ い 。 詳 し く は リ ー フ レ ッ ト を ご 覧 下 さ い 。  

【 添 付 書 類 】  

○ 支 給 対 象 者 （ １ ） ア ・ イ に 該 当 す る 場 合  

→ 添 付 書 類 ② に な り 、 令 和 2 年 度 奨 学 の た め の 給 付 金 申 請 書 類 を す で に 事

務 室 へ 提 出 し て い る な ら 、 添 付 書 類 の 提 出 は 不 要 で す 。 申 請 書 の み 提 出

し て 下 さ い 。 給 付 金 の 申 請 書 類 を ま だ 提 出 し て い な い 場 合 は 、 併 せ て 提

出 を お 願 い し ま す 。  

○ 支 給 対 象 者 （ １ ） ウ に 該 当 す る 場 合  

→ 添 付 資 料 ② に な り 、 学 校 （ 控 え ） が あ り ま す の で 、 申 請 書 の み 提 出 し て

く だ さ い 。（ 平 成 31 年 度 の 奨 学 の た め の 給 付 金 受 給 者〔 現 在 ２・３ 年 生 〕） 

○ 支 給 対 象 者 （ １ ） エ に 該 当 す る 場 合  

→ 添 付 書 類 ③ に 該 当 す る 写 し を 申 請 書 に 添 え て 提 出 し て く だ さ い 。  

【 質 問 Q＆ Ａ 】  

 ○ リ ー フ レ ッ ト を ご 覧 下 さ い 。 リ ー フ レ ッ ト に な い 疑 問 な ど に つ い て は 、 学

校 ま で 連 絡 を お 願 い し ま す 。  
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沖縄県バス通学費支援事業実施要綱

（通則）

第１条 この要綱は、沖縄県バス通学費支援事業（以下「本事業」という。）の実施に必要

な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条 本事業は、沖縄県（以下「県」という。）とバス事業者及び沖縄ＩＣカード株式会

社が連携し、低所得世帯の高校生等に対して、バス通学費の支援を行うことにより、家

庭の経済環境にかかわらず、安心して学業に励むことができる環境の整備を図ることを

目的とする。

（事業に係る協定等）

第３条 県と本事業の趣旨に賛同するバス事業者及び沖縄ＩＣカード株式会社は、前条の

目的を達成するために必要な事項を定めた協定を締結するものとする。

（定義）

第４条 この要綱において、用語の定義は次の各号に掲げるとおりとする。

⑴ 「高等学校等」とは、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成22年法律第18

号）（以下「法」という。）第２条に規定する高等学校等をいう。

⑵ 「高校生等」とは、前号の規定による高等学校等に在学する者であって、沖縄県内

に住所を有する者をいう。ただし、通信制の課程にのみ在学する者（別に知事が定め

る者を除く）、沖縄県特別支援教育就学奨励費を受給している者、生活保護法（昭和2

5年法律第144号）第36条の規定による生業扶助（高等学校等就学費）を受給している

者及び「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について（平成11年４月

30日厚生省発第65号）」による特別育成費の支弁対象となる者（母子生活支援施設の

高校生等を除く。）を除く。

⑶ 「保護者等」とは、法第３条第２項第３号に規定する保護者等をいう。

⑷ 「バス事業者」とは、前条の規定により県と協定を締結したバス事業者をいう。

⑸ 「バス通学費」とは、高校生等が居住地等から学校までの通学に要する運賃をいう。

（対象者）

第５条 本事業の対象者は、通学のためバス事業者のバスを利用する高校生等であって、

その保護者等が次の各号のいずれかに該当する者とする。

⑴ 当該年度において、沖縄県高等学校等奨学のための給付金（以下「奨学給付金」と

いう。）の支給決定を受けた者。ただし、一部のみの支給決定を受けている場合を除く。

⑵ 奨学給付金を受給出来る者と同等の収入状況である者

⑶ 前年度に奨学給付金の支給決定を受けた者。ただし、一部のみの支給決定を受けて

いる場合を除く。

⑷ 申請時において、児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）第４条に定める児童扶養

手当の支給を受けている者（同法の規定により児童扶養手当の全部を支給しないこと

とされている者を除く。）、又は沖縄県母子及び父子家庭等医療費受給者証の交付を受

けている者

２ 前項の規定に関わらず、バスを利用せず徒歩により通学するものとした場合の通学距
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離が片道２キロメートル未満である高校生等は対象者としない。ただし、障害等のため、

徒歩による通学が困難である高校生等は対象者とする。

（負担金）

第６条 県は、本事業におけるバス通学費等について、県とバス事業者及び沖縄ＩＣカー

ド株式会社が締結する協定書に定めるところにより負担する。

（認定申請手続き）

第７条 本事業によりバス通学費の支援を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、

バス通学費支援事業認定申請書（様式第１号）に必要書類を添えて、知事に申請するも

のとする。

２ 申請者は、高等学校等の入学前に前項の規定により申請を行った後、高等学校等に変

更があった場合は、遅滞なく、バス通学費支援事業認定申請書（様式第１号）を再提出

するものとする。

（対象者の認定等）

第８条 知事は、申請者から前条に定める書類の提出があったときは、その内容を審査の

うえ対象者の認定又は不認定を決定し、その旨を申請者に通知（様式第２号、様式第３

号）するものとする。

２ 対象者の認定有効期間は、認定した日の属する年度の末日までとし、認定有効期間の

末日において知事は、第５条第１項第１号、第２号又は第４号に該当することが確認で

きた場合、更新を認めるものとする。

３ 更新については通算２回（定時制に通う高校生等は３回）までとする。ただし、高等

学校等学び直し支援の補助対象となる者は、この回数に加えて１回（定時制に通う高校

生等は２回）まで更新を認めるものとする。

（認定カード等の交付）

第９条 知事は、対象者として認定した者（以下「認定者」という。）に対し、当該認定を

受けた者であることを証するカード（以下「認定カード」という。）及び専用のバス利用

券（以下「利用券」という。）を交付する。ただし、沖縄ＩＣカード株式会社が本事業の

専用ＯＫＩＣＡを交付する場合はその限りでない。

（認定カード等の提示）

第10条 認定者は、バス乗車中にバス事業者から認定カード又は専用ＯＫＩＣＡの提示を

求められた場合は、学生証等を添えて提示しなければならない。

（対象者認定の取り消し）

第11条 知事は、認定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、認定を取り消したうえ

で第６条の規定により負担した金額の全部又は一部の返還を認定者に命じることができ

る。

⑴ 偽りその他不正の手段により対象者認定を受けたとき

⑵ 偽りその他不正の手段によりバス通学費支援を受けたとき

⑶ 専用ＯＫＩＣＡ又は利用券を認定者本人以外の者に利用させたとき
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（休学、退・転学、転居について）

第12条 認定者は、休学、退・転学があった場合又は転居等に伴い通学区間に変更があっ

た場合、速やかに在学している高等学校等を通じて知事に報告しなければならない。

２ 復学後又は転入先の高等学校等において、通学でバスを利用する場合又は転居等に伴

い通学区間に変更があった場合は、第７条に基づき知事に申請するものとする。

（認定カードの再発行）

第13条 認定者は、認定カードを破損、汚損又は紛失したときは、認定カード再交付申請

書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。

（利用実績報告）

第14条 認定者は、毎月の利用実績について、翌月３日までに（当該日が沖縄県の休日を

定める条例（平成３年沖縄県条例第15号）第１条に規定する沖縄県の休日に当たるとき

は、その翌日）利用実績報告書（様式第５号）で報告し、利用しなかった利用券がある

場合は知事に返却しなければならない。

（認定カードの返却）

第15条 認定者は、次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、認定カード及び

利用券を速やかに知事に返却しなければならない。

⑴ 第11条の規定により認定の取り消しを受けたとき

⑵ 認定を受けた要件を充たさなくなったとき

⑶ 休学、退・転学があったとき

⑷ 転居等に伴い通学区間に変更があったとき

（申請書等の提出先）

第16条 第７条、第13条及び第14条に係る書類は、高校生等が在学する高等学校等に提出

するものとする。ただし、高等学校等の入学前に第７条に係る書類を提出する場合は、

その限りではない。

（その他）

第17条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。

附 則

この要綱は、令和２年７月２日から施行する。



□

□

□

□

□

〒　　
県 丁目

３【バス利用区間等】

（ ） （ ）

※記入した系統番号以外で、利用可能な系統番号があればOKICA発行時にお知らせします

　【バス利用区間等②】※乗り継ぎがある場合に記入して下さい

（ ） （ ）

※記入した系統番号以外で、利用可能な系統番号があればOKICA発行時にお知らせします

４【モノレール利用区間】※モノレール通学費負担軽減の認定状況について記入して下さい

（ ） ～ （ ）

□交付を受けていない　□交付を受けている（利用している区間を下に記入して下さい）

※沖縄子ども未来カードの交付を受けている場合、バス利用区間とモノレール利用区間の重複は認められません
　（バスとモノレールを乗り継ぐ場合のみ可）

　　　　　　利用区間

沖縄子ども未来カード

バス通学費支援事業認定申請書

ふりがな 　高校生等との
　関係
※該当する□に
　レを記入

申請者
氏名 　　　　　　　　　　　　印

　　２【対象となる高校生等】

ふりがな

生年月日
昭和

平成
  年　　      月 　 　    日   

認定番号

 様式第１号（第７条関係）

令和　　　　　年　　　月　　　日　

受付日 認定日

　沖縄県知事　殿

　　　次の５点を確認の上、□にレ点を付けてください。（この欄にチェックがない場合は、認定できません。）

この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。

必要な場合に限り、沖縄県が手当の受給状況、在学状況、バスの利用状況等を市町村、学校、バス事業者、沖縄子ど
も未来県民会議等の関係機関に確認を行い、当該関係機関が県へ回答することに同意します。

　　１【申請者】（保護者等）

この申請書に虚偽の記載があった場合は、沖縄県の求めに従い、沖縄県が負担した通学費全額を即時返還します。

この申請の対象となる高校生等は児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成費（母子生活支援施
設の高校生等を除く））の支弁対象ではありません。

生活保護法の生業扶助（高等学校等就学費）による通学費を受給していません。

全日制　　・　　　定時制 学　年： 　　年生

在学期間 平成・令和　　　　年　　　　月　　　　日

利用区間 ～

～

利用バス事業者

いずれか１つの□にレ点を付けてください

　　□琉球バス交通　　□那覇バス
　　□沖縄バス　　　　□東陽バス
　　□琉球バス交通・沖縄バス共同運行

系統番号

主に利用する系統番号を１つ記入して下さい※

自宅から学校まで
の距離（徒歩）

片道　　　　　　　　　　㎞
※原則、片道２㎞以上が対象です（障害等により、徒歩による通学が
困難である場合を除く）。

利用区間 ～

利用バス事業者

いずれか１つの□にレ点を付けてください

　　□琉球バス交通　　□那覇バス
　　□沖縄バス　　　　□東陽バス
　　□琉球バス交通・沖縄バス共同運行

在
学
す
る
学
校

市
町
村

系統番号

申請者住所等

ＴＥＬ　（　　　　　　　　　）　　　　　－

　□親権者　　□未成年後見人

　□主たる生計維持者　　□生徒本人

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

主に利用する系統番号を１つ記入して下さい※

氏名

生徒住所

※申請者住所と同じ場合は、「申請者と同一」と記入して下さい。

学校の
名称等

学校名：

課　程：



□

□

□

□

□

〒　　
県 丁目

３【バス利用区間等】

（ ） （ ）

　【バス利用区間等②】※乗り継ぎがある場合に記入して下さい

（ ） （ ）

４【モノレール利用区間】※モノレール通学費負担軽減の認定状況について記入して下さい

（ ） ～ （ ）

※沖縄子ども未来カードの交付を受けている場合、バス利用区間とモノレール利用区間の重複は認められません
　（バスとモノレールを乗り継ぐ場合のみ可）

□やんばる急行バス　□平安座総合開発　　□国頭村営バス
□宮古協栄バス　　　□八千代バス・タクシー
□共和バス　　　　　□東運輸　　　　　　□久米島町営バス

系統番号

系統番号がある場合は記入して下さい

□やんばる急行バス　□平安座総合開発　　□国頭村営バス
□宮古協栄バス　　　□八千代バス・タクシー
□共和バス　　　　　□東運輸　　　　　　□久米島町営バス

系統番号利用バス事業者

利用区間 ～

系統番号がある場合は記入して下さい

利用バス事業者

利用区間 ～

沖縄子ども未来カード □交付を受けていない　□交付を受けている（利用している区間を下に記入して下さい）

　　　　　　利用区間

自宅から学校まで
の距離（徒歩）

片道　　　　　　　　　　㎞
※原則、片道２㎞以上が対象です（障害等により、徒歩による通学が
困難である場合を除く）。

生徒住所

※申請者住所と同じ場合は、「申請者と同一」と記入して下さい。

在
学
す
る
学
校

学校の
名称等

学校名：

課　程： 全日制　　・　　　定時制 学　年： 　　年生

在学期間 平成・令和　　　　年　　　　月　　　　日 ～

申請者住所等

市
町
村

ＴＥＬ　（　　　　　　　　　）　　　　　－

　　２【対象となる高校生等】

ふりがな

生年月日
昭和

平成
  年　　      月 　 　    日   

氏名

生活保護法の生業扶助（高等学校等就学費）による通学費を受給していません。

この申請の対象となる高校生等は児童福祉法による児童入所施設措置費（見学旅費又は特別育成費（母子生活支援施
設の高校生等を除く））の支弁対象ではありません。

　　１【申請者】（保護者等）

ふりがな 　高校生等との
　関係
※該当する□に
　レを記入

　□親権者　　□未成年後見人

申請者
氏名 　　　　　　　　　　　　印

　□主たる生計維持者　　□生徒本人

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

必要な場合に限り、沖縄県が手当の受給状況、在学状況、バスの利用状況等を市町村、学校、バス事業者、沖縄子ど
も未来県民会議等の関係機関に確認を行い、当該関係機関が県へ回答することに同意します。

　　　次の５点を確認の上、□にレ点を付けてください。（この欄にチェックがない場合は、認定できません。）

この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。

この申請書に虚偽の記載があった場合は、沖縄県の求めに従い、沖縄県が負担した通学費全額を即時返還します。

バス通学費支援事業認定申請書

受付日 認定日 認定番号

 様式第１号（第７条関係）

令和　　　　　年　　　月　　　日　

　沖縄県知事　殿



様式第１号（第７条関係）

５【利用予定回数】１週間あたりのバス通学利用予定回数を記入して下さい。

①

②

③

④

理由

※授業がある日のみ利用可能
　（１週あたり合計利用回数は最大１０回まで）

６【該当する認定要件】※該当する認定要件の記入欄に○印をつけてください。

記入欄

行き① 帰り② 合計①＋②

バス利用予定回数 回／週 回／週 回／週

認定要件 添付が必要な書類

今年度に「沖縄県高等学校等奨学のための給付金」を受給出来る者と同等の
収入状況である者

（令和２年度）
課税証明書または非課税証明書
（下記８を確認してください）

今年度に「沖縄県高等学校等奨学のための給付金」の支給決定を受けた者
※一部給付のみの場合は除きます。その際は、②で記入して下さい。

高校生等奨学給付金支給決定通知書
（コピー）

前年度に「沖縄県高等学校等奨学のための給付金」の支給決定を受けた者
高校生等奨学給付金支給決定通知書

（コピー）

８【保護者等の所得状況】
　　該当するいずれかの□にレ点をつけ、令和２年度の課税証明書または非課税証明書を添付してください。

児童扶養手当又は母子及び父子家庭等医療費助成を受給している者
児童扶養手当証書または

母子及び父子家庭等医療費受給者証
（コピー）

７【保護者等】保護者等の氏名及び対象高校生等との続柄を記入して下さい
　（親権者が２名の場合は、２名分ご記入下さい）

保護者等の氏名 高校生等との続柄 保護者等の氏名 高校生等との続柄

　※ここから下は、上記６【該当する認定要件】②に該当する場合のみ記入してください。

保
護
者
等
の
状
況

□ 親権者（両親）２名分　

□

親権者１名分
※親権者が課税期日に日本国内に住所を有していない場合は支援対象ではありません。

・離婚、死別、未婚により親権者が１名の場合

□

親権者１名分

・親権者が存在するものの、家庭の事情によりやむを得ず、親権者の１人の課税証明書等を提出できない場合

□

未成年後見人（　　）名分

・親権者が存在せず、未成年後見人が専任されている場合（未成年後見人が複数専任されている場合は、全員分）

※未成年後見人が法人である場合又は財産に関する権限のみを行使すべきこととされている者である場合は、
　その者を除く。

□

□
生徒本人（未成年）

・所得確認の対象が生徒本人（親権者、未成年後見人又は主たる生計維持者のいずれも存在しない場合）

生徒の生計をその収入により維持している者（主なる生計維持者）１名分
　※生徒の保険証の写しを添付して下さい。

・親権者又は未成年後見人が存在しない場合
・生徒本人が成人に達しているが、主たる生計維持者が存在する場合　等

□
生徒本人（成人）

・成人に達しており、自身が主たる生計維持者である



【再交付申請理由】※該当する理由に○印をつけてください。

 様式第４号（第13条関係）
　　　年　　　月　　　日　

　沖縄県知事　殿

バス通学費支援事業　認定カード再交付申請書

受付日

ふりがな 　高校生等との
　関係
※該当する□に
　レを記入

　□親権者　　□未成年後見人

申請者
氏名 　　　　　　　　　　　　印

　□主たる生計維持者　　□生徒本人

　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　年生

学校の
名称等

課　程： 全日制　　・　　　定時制 学　年：

記入欄

③　その他（具体的に記載して下さい）

②　認定カードをき損（破れ、汚れなど）し、記載事項の読み取りが不能となった。

①　認定カードを紛失した。

再発行理由

生徒住所

※申請者住所と同じ場合は、「申請者と同一」と記入して下さい。

学校名：

認定番号

申請者住所等

　〒

ＴＥＬ　（　　　　　　　　　）　　　　　－

　　【高校生等（使用者）】

ふりがな

生年月日
昭和

平成
  年　　      月 　 　    日   

氏名



【専用ＯＫＩＣＡ】

様式第５号（第14条関係）

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

１　利用実績

日付 曜日
往復
利用

片道
利用

利用
なし

休業日に利用した理由 日付 曜日
往復
利用

片道
利用

利用
なし

休業日に利用した理由

●日 金 ○ 16日

○日 土 ○ 授業があったため 17日

1日 18日

2日 19日

3日 20日

4日 21日

5日 22日

6日 23日

7日 24日

8日 25日

9日 26日

10日 27日

11日 28日

12日 29日

13日 30日

14日 31日

15日 ←○の数を記入して下さい

２　翌月以降の利用予定回数について

　１　予定回数の変動なし

　２　利用予定回数が増える予定（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　３　利用予定回数が減る予定（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　年度バス通学費支援事業　利用実績報告書（　　　　年　　月分）

合計

ふりがな

学校名

連絡先

利用者名

学年

生年月日

【注意事項】

本事業は、通学のためのバス利用の費用を支援するものです。

通学以外でバスを利用する場合は、本事業で配布されたＯＫＩＣＡを利用することはできません。

記載例



【利用券（ＯＫＩＣＡ以外）】

様式第５号（第14条関係）

　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

１　利用実績

日付 曜日
往復
利用

片道
利用

利用
なし

休業日に利用した理由 日付 曜日
往復
利用

片道
利用

利用
なし

休業日に利用した理由

●日 金 ○ 16日

○日 土 ○ 授業があったため 17日

1日 18日

2日 19日

3日 20日

4日 21日

5日 22日

6日 23日

7日 24日

8日 25日

9日 26日

10日 27日

11日 28日

12日 29日

13日 30日

14日 31日

15日 ←○の数を記入して下さい

２　利用券（　　　月分）の返却について

受領枚数 枚・・・①

使用枚数 枚・・・②（上記の利用実績の合計と一致させて下さい）

返却枚数 枚・・・①－②（使用しなかった利用券は必ず返却して下さい）

合計

連絡先

学校名 学年

　　　　年度バス通学費支援事業　利用実績報告書（　　　　年　　月分）

ふりがな

利用者名 生年月日

【注意事項】

本事業は、通学のためのバス利用の費用を支援するものです。

通学以外でバスを利用する場合は、本事業で配布された利用券を利用することはできません。

使用しなかった利用券がある場合は、必ずこの報告書に添付し返却して下さい。

記載例


